
9 特集 ～町の家計簿 公表します～

基 金 等 合 計

　北海道市町村備荒資金組合普通納付金 将来の災害に備えるための積立金    9018万円

　町営住宅敷金利子基金

　ふるさと納税基金 寄附金を7つの事業に活用するための基金    1億2222万円

　環境保全基金

　まちおこし基金

　老人福祉基金

　地域づくり推進基金

特定目的基金等 7億1603万円

北海道市町村備荒資金組合超過納付金

減債基金

町営住宅共同施設の建設等の財源のための基金

環境への負荷軽減、環境保全活動の財源のための基金

地域活性化、地域振興事業の財源のための基金

老人福祉を推進する事業の財源のための基金

地域づくりを行う事業の財源のための基金

災害など将来の財政需要に備えるための積立金

町債償還に必要な財源のための基金

基 金 等 目 的

年度間の財政不均衡を調整する財源のための基金

基金等名称

財政調整基金

基金等残高

31億2822万円

    135万円

   3870万円

   3235万円

    697万円

   4億2426万円

12億3467万円

5億9050万円

5億8702万円

特
定
目
的
基
金
等
内
訳

※北海道市町村備荒資金組合は、災害などが起きたときに復旧・復興を進める財源が不足することのないよう、
あらかじめ資金を積み立てておくための道内全ての市町村で組織する一部事務組合です

各基金等の残高

8
7
4
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

他
の
臨
時
財
政
需
要
へ
の
対
応
に
よ
る
基

金
の
取
り
崩
し
で
収
支
の
均
衡
を
図
る
決

算
と
な
り
ま
し
た
。

　

今
後
も
限
ら
れ
た
財
源
を
有
効
に
活
用

し
て
、
町
民
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
た
め
に
、

一
層
の
財
政
改
革
の
取
り
組
み
を
推
進
し

て
、
財
政
運
営
に
当
た
っ
て
い
き
ま
す
。

町
の
自
主
財
源
は 
㌫

　

歳
入
に
は
、
町
が
独
自
に
確
保
で
き
る

『
自
主
財
源
』と
国
や
道
か
ら
交
付
さ
れ
る

『
依
存
財
源
』が
あ
り
ま
す
。
自
主
財
源
は

町
の
財
政
力
を
図
る
目
安
と
な
り
ま
す
。

こ
の
自
主
財
源
に
当
た
る
町
税
や
使
用
料
、

手
数
料
、
負
担
金
、
分
担
金
、
財
産
収
入

な
ど
が
多
い
ほ
ど
町
の
財
政
力
が
高
い
と

い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

平
成
29
年
度
の
一
般
会
計
の
自
主
財
源

は
、
29
億
3
5
3
6
万
円
で
歳
入
全
体
の

29
㌫
で
、
残
り
の
71
㌫
は
国
や
道
か
ら
の

交
付
金
や
補
助
金
、
そ
し
て
長
期
借
入
金

な
ど
で
賄
っ
て
い
ま
す
。

特
別
・
企
業
会
計
も

厳
し
さ
続
く

　

6
つ
の
特
別
会
計
と
2
つ
の
企
業
会
計

の
決
算
状
況
は
表
の
と
お
り
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

特
別
会
計
で
は
、
ほ
と
ん
ど
が
収
支
の

均
衡
を
保
っ
て
い
る
か
の
よ
う
に
見
え
ま

す
が
、
実
際
の
と
こ
ろ
は
一
般
会
計
か
ら

7
億
4
1
4
5
万
円
を
繰
り
出
し
、
収
支

の
バ
ラ
ン
ス
を
保
っ
て
い
る
の
が
現
状
で

す
。

　

な
お
企
業
会
計
の
決
算
状
況
に
つ
い
て

は
、
病
院
事
業
会
計
は
、
広
報
あ
っ
け
し

（
平
成
30
年
12
月
号
で
特
集
）、
水
道
事
業

会
計
は
、
水
道
広
報
す
い
げ
ん
（
平
成
31

年
3
月
広
報
誌
と
同
時
配
布
し
ま
す
）
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

借
金
は
約　

万
円

貯
金
は
約　

万
3
千
円

　

ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
う
え
で
、
道
路

や
学
校
な
ど
の
大
型
事
業
を
行
う
場
合
、

町
税
だ
け
で
は
賄
う
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　

こ
の
た
め
、
財
源
の
一
部
と
し
て
町
が

借
り
入
れ
た
町
債
の
残
高
は
、
平
成
29
年

度
末
で
約
93
億
円
で
、
前
年
度
か
ら
減
額

と
な
り
、
町
民
一
人
当
た
り
に
換
算
し
た

場
合
約
97
万
円
と
な
り
、
前
年
度
か
ら
1

万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
公
債
費
（
町
債
の
元
金
及
び
利

息
の
返
済
に
要
す
る
経
費
）
は
約
11
億
円

で
、
同
じ
く
一
人
当
た
り
に
換
算
し
た
場

合
、
約
11
万
円
を
一
年
間
で
返
済
し
た
こ

と
に
な
り
、
前
年
度
と
同
様
の
負
担
と
な

り
ま
し
た
。

　

一
方
、
町
の
貯
金
と
い
え
る
基
金
な
ど

の
総
額
は
、
平
成
29
年
度
末
で
約
31
億
円

で
す
が
、
特
定
の
目
的
に
使
途
が
限
定
さ

れ
て
い
る
基
金
な
ど
を
除
い
た
額
は
約
24

億
円
で
、
一
人
当
た
り
に
す
る
と
約
25
万

3
千
円
と
な
り
、
前
年
度
か
ら
4
千
円
の

減
と
な
り
ま
し
た
。
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